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自治体コー

ド
Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業
始期

事業
終期

総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）
実施状況の公表等について
（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付金の追加を踏
まえた各省庁の通知の発出状況に
定義されている対象分野)

広島県 廿日市市 34213 1
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給
付金給付事業【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　11353世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（11353世帯）

－ R5.12 R6.4 41,580
対象世帯に対して令和5年12月までに支給を開始す
る

ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 2 物価高騰対応重点支援給付金給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　2218世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　1010世帯×100千円、
令和６年度均等割のみ課税化世帯　663世帯×100千円、子ども加算　1951人×50千円、定額減税を補足
する給付の対象者　39023人　(921210千円）　　のうちR６計画分
事務費　45439千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3891世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（39023人）

－ R6.3 R6.11 1,118,299
対象世帯に対して令和6年7月までに支給を開始す
る

ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 7
エネルギー価格高騰対策支援事業（事業
所）

①原油価格や電気ガス料金の高騰等の影響を受ける市内事業者の負担軽減を図るため、省エネルギー設
備の導入等に要する経費の一部を補助する。
②省エネルギー設備の導入、改修への補助に係る経費
③事業所用創エネ・省エネ設備導入促進補助金22,000,000円（当初：同様のR5補助事業の実績等により
25件×1,000,000円=25,000,000円の補助を見込む。そのうち、他交付金の交付決定額15,000,000円を除
いた額。Ｒ６年９月：公募開始日に抽選で不交付となった金額を参考に、12,000,000円の増額予算措置
を実施。）
④市内事業者

⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支
援

R6.6 R7.3 22,000
令和７年３月末までに対象の市内事業者へ補助を
行う。（22,000,000円）

ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 8 エネルギー価格高騰対策支援事業（住宅）

①物価高騰等の影響による家庭におけるエネルギー費用軽減を図るため、太陽光発電設備等の導入に要
する経費の一部を補助する。
②太陽光発電設備等の導入、改修への補助に係る経費
③住宅用太陽光発電設備等導入促進補助金8,891,000円（同様のR5補助事業の実績等により40件×
800,000円=32,000,000円の補助を見込む。そのうち、他交付金の交付決定額23,109,000円を除いた
額。）
④市民

④省エネ家電等への買い
換え促進による生活者支
援

R6.5 R7.3 8,891
令和７年３月末までに対象の市民へ補助を行う。
（8,891,000円円）

ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 9 学校施設給食費物価高騰対策支援事業

①食材費等が高騰する中、保護者負担を増やすことなく、学校給食が円滑に実施できるよう、食材費の
増額分を支援する。
②給食の提供に要する食材費に係る費用
③学校給食負担軽減事業負担金75,895千円
　＜積算根拠＞
　R4給食費単価 250～325円×15％相当×食数 9,305食×日数 195～199日
　※給食費単価及び日数は地域により異なる。　
　※教職員分（公務員分）を除く。
④市内小中学校児童生徒の保護者

②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

R6.4 R7.3 75,895 給食費増額分の保護者負担０円 ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 10 保育施設給食費物価高騰対策支援事業

①物価高騰等の影響により民間保育所等の給食事業で使用する食材の価格が高騰している状況を鑑み、
栄養バランスや量を保った献立を維持し、保護者負担を軽減させる。
②民間保育所等が実施する給食事業に係る費用
③令和3年4月食材費比較により15％の価格高騰のため、4,500円×0.15≒600円を民間保育所等への一人
当たりの補助額とする。
600円×805人（民間保育所等の3歳児以上児童数）×12月
④児童の保護者

②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

R6.4 R7.3 5,796 対象者に対する交付率　１００％ ホームページ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 11 生産性向上物価高騰対策産業振興支援事業

①物価高等の影響により経営環境が悪化する中、未来を見据え生産性向上等に取組む中小企業を支援す
るため、市及び市内産業経済団体等で組織する廿日市市産業まちづくり委員会に補助金を交付し、委員
会において「生産性向上等応援補助金」の事業を実施する。
②中小企業の機械装置購入費・システム構築費、クラウドサービス利用費等
③前回の同様な補助金｜申請者：94社　交付決定者：57件　不交付：37社
補助単価約700千円（1,000千円×70%）今回の積算｜前回予算に到達したことから不交付となった約40
社について、需要がまだ見込めることから、対象見込件数を40件として積算をしている。対象見込数４
０件×補助単価見込　700千円＋事務費2,800千円(申請内容を審査する専門家費用、HP更新費用、振込
み手数料、事務局経費）
④市内の中小企業者、個人事業主等

⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支
援

R6.7 R7.3 30,800 交付件数　４０件 市ＨＰ、ＰＲチラシ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 12 公共施設光熱費高騰対策事業

①物価高騰等の影響を受ける公立学校及び保育園の電気料金高騰分に関する経費を補助することにより
空調や照明などの設備を物価高騰前と変わらず利用できる環境を整備することで生徒、園児に従来通り
の教育を提供する。
②電気料金高騰影響額
③需用費　５0,000千円
　高騰影響額算定式：（（R6単価－R3単価）×R6使用量等見込）×３６施設
④公立小学校、中学校、保育園

⑨推奨事業メニュー例よ
りも更に効果があると判
断する地方単独事業

R6.4 R7.3 50,000 活用施設　３６施設 市ＨＰ 対象分野に関連しない

広島県 廿日市市 34213 13 指定管理施設光熱費高騰対策事業

①物価高騰の影響を受ける市民センター、スポーツ施設、火葬場、観光施設などの指定管理者制度導入
施設において、電気料金等高騰分に関する経費を支援することにより、使用料増を防ぎ、空調や照明な
どの設備を物価高騰前と変わらず利用できる環境を整備することで住民の利用負担の増加を防ぐ。
②電気料金、ガス代の価格高騰影響額
③２，０００千円
　高騰影響額算定式：（（R6単価－R3単価）×R6使用量等見込）×２２施設
④指定管理者施設

⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支
援

R6.4 R7.3 2,000 指定管理者による施設管理継続（継続率100％） 市ＨＰ 対象分野に関連しない


